
 
 

         

 

 

学校法人東北学院（以下「本院」という）の 2023 年度事業報告及び決算は、監事監査を

経て、2024 年 5 月 30 日開催の理事会及び評議員会に報告・承認された。なお、詳細はホー

ムページ掲載の『事業報告書』を参照されたい。 

 

Ⅰ 事業報告 

 常任理事（総務担当） 阿部 重樹 

 

2023 年度に実施した主な事業の概要について、次のとおり説明致します。 

 

 

一、学校法人部門 

念願の大学五橋キャンパスが開学し、本院が遂行してきた一大事業であるキャンパス整備

事業に一区切りをつけることとなり、関係された皆様に感謝申し上げます。 

管理運営に係る取り組みとして、東北学院ブランドデザインプロジェクトにおいて新法人

ブランドマークを策定し、これを襟章、パンフレットなど配布物やＴＧグッズなどへ展開を

し、インナーブランディング（コミュニケーション）の促進に注力しながら、一層の「ＴＧ

アイデンティティ」の確立に向けて取り組みました。 

意思決定に係るものとして、学校法人ガバナンスコードを一部改訂し、これに基づいて遵

守状況の検証を行いました。 

次に、大学キャンパス整備計画における泉キャンパスの利活用については、株式会社ベガ

ルタ仙台との包括連携協定に基づき、教育事業として泉キャンパスラグビー場、サッカー場

の整備を図りながら、プロサッカーチームベガルタ仙台との施設共用が来年度以降始まるこ

ととなりました。また、2025 年度供用開始を予定している、老朽化が進む榴ケ岡高等学校の

大学泉キャンパス 2 号館への移転については、後ほど榴ケ岡高等学校の箇所で改めて触れて

まいります。 

 

 

 

 

 

 

 

※決算の概要については、「2023年度事業報告書」の「Ⅲ.財務の概要」をご参照下さい。 

学校法人東北学院



二、大学部門 

2024 年度の認証評価受審に向け、公益財団法人大学基準協会に提出する「点検・評価報告

書」を作成し、要改善となった課題については内部質保証委員会において審議のうえ、学長

より改善勧告を発出し、各部門において対応を進めました。 

教学ＤＸにおいて、学習成果を可視化し、教学マネジメントを確立するためにｅｰポートフ

ォリオをＴＧ-フォリオとして全学年に導入し、本格的に運用を始めました。 

教学支援では、2023 年度より五橋キャンパスにラーニング・コモンズ「コラトリエ・ライ

ブラリー」を開設し、午前 8 時半～午後 10 時までの自由な時間帯に学生が学修できる環境

を整え、運用を始めました。 

学生支援では、2023 年 12 月から 2024 年 1 月にかけて食堂とカフェでＴＧランチの提供

を実施しました。また、2023 年度より外部事業者と提携しながら、本学学生のための専用寮

及び家賃補助制度の運用を始めました。 

就職支援では、公務員、警察官、教員の採用数は前年度を上回り、就職率も上昇していま

す。また、東京大学ＰＨＥＤと京都大学ＨＥＡＰとの連携を強化しながら、障がいのある学

生の仙台圏における社会的支援にも継続的に取り組みました。 

 

 

三、中学校・高等学校部門 

中学校・高等学校では、男子校としての最後となる卒業式を 3 月に無事実施でき、他方「未

来学力」をキーワードとする「共学化」を伴う学校改革を着実に進めています。 

共学化の面から女子生徒対応など新たな視点も加え、多様性についての理解を深めながら、

安心・安全な学校生活を維持できるよう、ハラスメントやいじめ・不登校などへの危機管理

体制を見直しました。 

国際交流では本年度より、日本にいながら海外留学と同じ体験ができる「Nisai British 

International Online School」を東日本で初めて開講しました。 

課外活動では、顕著な女子の活躍も含めて、中学校・高等学校ともに多くの部が全国大会、

東北大会に出場しました。さらに、ＴＧエクレシア（ボランティア）の活動や大学ボランテ

ィアセンターとの接続が始まるなど、生徒の活動の幅が着実に広がっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

四、榴ケ岡高等学校部門 

5 年目を迎えたコース制における、特色ある教育活動をさらに充実させつつ、さらに 2023

年度新入生からは、進学重視型単位制に移行した 2 年次以降、進路希望に応じてコースの壁

を越えた選択科目を展開する「個別最適な学び」が実現できる体制を確立できました。 

また、先ほども触れましたように、2025 年度から大学泉キャンパス 2 号館へ移転するこ

とを正式に決定し、1 号館と礼拝堂は大学との共有となりますが、新しい施設を積極的に活

用し、進学重視型単位制をさらに充実したものとすることが可能となります。 

 

 

五、幼稚園部門 

幼稚園では、2023 年度新たな教育課程による見直しを図った教育活動の一つとして、幼稚

園クリスマスコンサートの大学五橋キャンパス押川記念ホールでの開催があります。園児に

は大きな自信となり、保護者にとっても東北学院とのつながりを感じることができる行事と

なりました。また、園児の成長を支えた活動として、高齢者及び職場体験で受け入れた中学

生との世代間交流がありました。 

加速する少子化への早急な対応として、将来の入園児となる未就園児募集への広報活動の

見直しを行い、さらに 2024 年度地域の子育て支援に専任するための主幹教諭配置に向けて

の体制を整えました。 

 

最後になりますが、冒頭で紹介を致しました本事業報告書の冒頭に原田善教理事長による

挨拶が掲載されております。ここでは理事長としての視点から、急速に進行する少子化に言

及しつつ、「社会から選ばれる学校」としての学校法人東北学院の今後を展望しながら、「TG 

Grand Vison 150 第Ⅱ期中期計画」に沿って、2023 年度の本院の歩みが総括されておりま

す。ご高覧いただければ幸いに存じます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



Ⅱ 決算報告 

常任理事（財務担当） 鈴木 勇 

 

2023 年度は、前段の「事業報告」で説明しましたとおり、本院にとって重要なマイルスト

ーンとなる事業を着実に実現することができた 1 年となりました。 

とりわけ、本院の最重要事業と位置づける「東北学院大学キャンパス整備計画（大学アー

バンキャンパス計画）」の核となる大学五橋キャンパス開学、学部改組により新設された地域

総合学部地域コミュニティ学科及び政策デザイン学科、情報学部データサイエンス学科、人

間科学部心理行動科学科、国際学部国際教養学科の 4 学部 5 学科は、「ひとつのキャンパス

構想」のもと、学部の壁を越えた文理融合の学びの場を整備することで「新時代へ向かう東

北学院」を多くのステークホルダーに強くアピールすることができました。 

また、学校法人全体の取り組みである「TG Grand Vision 150 第Ⅱ期中期計画（2021 年

度～2025 年度）」が 3 年目を迎え、中期計画で据えられた施策を、具体的な年次計画（行動

計画）に落とし込み、全部署が一丸となって取り組んでまいりました。2023 年度は、こうし

た諸計画の実施に際しても、目標達成に必要な予算措置を適時性をもって行うことができま

した。 

このように、近年にない大型事業を成就させてなお、財政的影響は所期の予定の範囲内で

あり、進捗は順調であります。 

本院は今後とも、事業計画と表裏一体のものとして常に伴走してきた「学校法人東北学院

中期財政フレーム第Ⅳ期（2020 年度～2025 年度）」に基づく財務統制や財務規律を堅持し、

本院の事業を永続的、発展的に維持させるため、健全な財務体制のもとで将来に向けた準備

を着々と進めていきたいと考えております。 

これらの事業に対する関係各位のご支援とご協力に感謝を申し上げつつ、2023 年度の決

算につきまして、次のとおり報告いたします。 

 

【事業活動収支計算書】 

2023 年度決算の概略につき、当該会計年度の収支の均衡状況を示す「事業活動収支計算

書」に基づき説明する。 

〈教育活動収支〉 

まず、教育活動収支について、教育活動収入計は、補正予算に比べて約 2 億 6,172 万円増

の約 192 億 4,437 万円となった。 

教育活動収入の中で最も大きな割合を占める学生生徒等納付金は、ほぼ予算どおりとなっ

た。 

手数料は、主に入学検定料の減により、補正予算に比べて約 1,379 万円の減となった。 

 

 



寄付金は、特別寄付金及び現物寄付において、補正予算編成時に見込んだ過去実績に基づ

く予算額を上回る寄付金をいただいたことにより補正予算に比べて約 2,430 万円の増となっ

た。 

経常費等補助金は、主に大学部門の私立大学等経常費補助金について、予算編成時に見込

んだ補助金算定に係る圧縮率が改善したことなどにより、補正予算に比べて約 1 億 8,286 万

円の増となった。 

雑収入は、損害保険金及び私立大学退職金財団交付金収入の増などにより、補正予算に比

べて約 5,227 万円の増となった。 

次に、教育活動支出計は、補正予算に比べて約 3 億 6,508 万円減の約 179 億 6,796 万円と

なった。 

教育活動支出の中で最も大きな割合を占める人件費は、退職給与引当金繰入額の増により、

補正予算と比べて約 1,061 万円の増となった。 

教育研究経費は、主に委託費や光熱水費などにおいて、節約に努めた結果、補正予算に比

べて約 2 億 9,968 万円の減となった。 

管理経費も教育研究経費と同様の理由により、補正予算に比べて約 7,624 万円の減となった。  

その結果、教育活動収支差額は、補正予算と比べて約 6 億 2,681 万円増の約 12 億 7,641

万円の収入超過となった。 

〈教育活動外収支〉 

教育活動外収支差額は、ほぼ補正予算どおりとなった。 

〈経常収支差額〉 

教育活動収支差額と教育活動外収支差額を合わせた経常収支差額は、補正予算に比べて約

6 億 3,267 万円増の約 13 億 8,377 万円の収入超過となった。 

〈特別収支〉 

特別収支について、特別収入計は主に現物寄付金の増などにより、補正予算に比べて約

3,484 万円の増となった。 

特別支出計は、主に大学部門の機器備品などの除却による資産処分差額の増などにより、

補正予算に比べて約 1,244 万円の増となった。 

その結果、特別収支差額は、補正予算に比べて約 2,240 万円増の約 1 億 2,859 万円の収入

超過となった。 

〈基本金組入前当年度収支差額〉 

基本金組入前当年度収支差額は、補正予算に比べて約 6 億 5,507 万円増の約 15 億 1,237

万円の収入超過となった。 

〈基本金組入額合計〉 

基本金組入額合計は、補正予算に比べて約 1 億 1,569 万円増の約 6 億 6,894 万円となっ

た。これは主に機器備品などの除却について、実態に基づき除却額が減少したことによるも

のである。 



〈当年度収支差額〉 

当年度収支差額は、補正予算に比べて約 5 億 3,939 万円増の約 8 億 4,343 万円の収入超過

となった。 

〈基本金取崩額〉 

基本金取崩額は約 789 万円となった。 

〈翌年度繰越収支差額〉 

累積の収支を示す翌年度繰越収支差額は、支出超過が約 5 億 4,074 万円改善し、約 243 億

207 万円の支出超過となった。なお、この支出超過は本院の中長期計画「TG Grand Vision 

150」及び中長期財政計画によってあらかじめ想定されたものであり、先述のとおり、本院の

事業活動は計画に基づき着実に実行されている。 

参考として、各区分の事業活動収支の合計について、事業活動収入計は補正予算に比べて

約 3 億 243 万円増の約 195 億 5,772 万円、事業活動支出計は同じく約 3 億 5,265 万円減の

約 180 億 4,535 万円となった。 

 

【資金収支計算書】 

資金収支計算書における翌年度繰越支払資金は、補正予算に比べて約 11 億 3,717 万円減

の約 127 億 5,975 万円となった。これは主に、資金運用計画に基づく支払資金から運用資金

への振替などによるものである。 

 

【収益事業会計】 

本院の会計は、学校法人会計と収益事業会計に区分している。学校法人東北学院寄附行為

第 34 条第 3 項に従い、収益事業会計の決算上生じた利益金は、その一部または全部を学校

会計に繰り入れている。2023 年度に学校会計に繰り入れた金額は約 3,611 万円である。 

 

以上、本院は 2023 年度の決算において、概ね補正予算に基づく適切な財政運営を実現す

ることができた。これにより本院は引き続き、「TG Grand Vision 150」をはじめとした事業

計画の実現と、本院の永続性を担保するための安定的な財政基盤を保持している。 

 

我が国の少子化が今後進行していく状況にあっても、本院はその使命の実現に向け、さら

なる収入の安定化を図るとともに、「TG Grand Vision 150」をはじめとした経営計画及び「東

北学院版『骨太の方針』（2018～2025 年度）」などの中長期財政計画に基づく「東北学院中期

財政フレーム第Ⅳ期（2020 年度～2025 年度）」に従い、経営資源投入の選択と集中を一層推

し進めていく所存です。 

今後とも、関係各位のご協力とご支援を、重ねて心よりお願い申し上げます。 



第一号様式

（単位  円）

  収  入  の  部

△△

授 業 料 収 入 △

入 学 金 収 入 △

実 験 実 習 料 収 入 △

施 設 設 備 資 金 収 入 △

教 育 充 実 費 収 入 △

特 定 保 育 料 収 入

入 学 検 定 料 収 入

試 験 料 収 入 △

証 明 手 数 料 収 入

大 学 入 学 共 通 テ ス ト
実 施 手 数 料 収 入

△△

特 別 寄 付 金 収 入 △

△△

国 庫 補 助 金 収 入 △

地方公共団体補助金収入 △

施 設 型 給 付 費 収 入 △

施 設 売 却 収 入

設 備 売 却 収 入

有 価 証 券 売 却 収 入

△△

補 助 活 動 収 入

受 託 事 業 収 入 △

収 益 事 業 収 入 △

△△

第 ３ 号 基 本 金 引 当
特 定 資 産 運 用 収 入

そ の 他 の 受 取 利 息 ・
配 当 金 収 入

△

△△

施 設 設 備 利 用 料 収 入 △

過 年 度 修 正 収 入 △

私 立 大 学 退 職 金 財 団
交 付 金 収 入

△

私学退職金社団交付金収入 △

損 害 保 険 金 収 入 △

そ の 他 の 雑 収 入 △

学 生 生 徒 等 納 付 金 収 入

雑 収 入

借 入 金 等 収 入

資　金　収　支　計　算　書

令和 5年4月 1日から  

令和 6年3月31日まで  

予 算 決 算科            目 差 異

手 数 料 収 入

寄 付 金 収 入

補 助 金 収 入

資 産 売 却 収 入

付随事業・収益事業収入

受 取 利 息 ・ 配 当 金 収 入

-1-− 1 −



△△

授 業 料 前 受 金 収 入 △

入 学 金 前 受 金 収 入 △

実験実習料前受金収入 △

施設設備資金前受金収入 △

教育充実費前受金収入 △

特定保育料前受金収入 △

そ の 他 の 前 受 金 収 入

△△

退職給与引当特定資産
取 崩 収 入

△

前 期 末 未 収 入 金 収 入

貸 付 金 回 収 収 入

預 り 金 受 入 収 入 △

仮 受 金 受 入 収 入 △

立 替 金 回 収 収 入

仮 払 金 回 収 収 入

△△ △△

期 末 未 収 入 金 △ △

前 期 末 前 受 金 △ △ △

前 年 度 繰 越 支 払 資 金

収 入 の 部 合 計

そ の 他 の 収 入

資 金 収 入 調 整 勘 定

予 算 決 算 差 異科            目

前 受 金 収 入

1-21 − 2



（単位  円）

  支　出  の  部

△△

教 員 人 件 費 支 出 △

職 員 人 件 費 支 出

役 員 報 酬 支 出

退 職 金 支 出 △

消 耗 品 費 支 出

光 熱 水 費 支 出

旅 費 交 通 費 支 出

奨 学 費 支 出 △

印 刷 製 本 費 支 出

図 書 資 料 費 支 出

研 究 費 支 出

通 信 運 搬 費 支 出

修 繕 費 支 出 △

保 険 料 支 出

賃 借 料 支 出

学 生 指 導 費 支 出

諸 会 費 負 担 金 支 出

支 払 報 酬 手 数 料 支 出

委 託 費 支 出

福 利 費 支 出

雑 費 支 出

消 耗 品 費 支 出

光 熱 水 費 支 出

旅 費 交 通 費 支 出

印 刷 製 本 費 支 出

通 信 運 搬 費 支 出

修 繕 費 支 出

保 険 料 支 出

賃 借 料 支 出

諸 会 費 負 担 金 支 出

支 払 報 酬 手 数 料 支 出

委 託 費 支 出

広 告 費 支 出

公 租 公 課 支 出 △

福 利 費 支 出 △

公 共 施 設 寄 付 金 支 出 △

雑 費 支 出

借 入 金 利 息 支 出

借 入 金 返 済 支 出

借 入 金 等 利 息 支 出

借 入 金 等 返 済 支 出

管 理 経 費 支 出

差 異

教 育 研 究 経 費 支 出

人 件 費 支 出

科            目 予 算 決 算

1-31-31 − 3



△△

建 物 支 出 △

構 築 物 支 出 △

建 設 仮 勘 定 支 出

教育研究用機器備品支出

管 理 用 機 器 備 品 支 出

図 書 支 出 △

△△

第 ２ 号 基 本 金 引 当 特 定
資 産 繰 入 支 出

第 ３ 号 基 本 金 引 当 特 定
資 産 繰 入 支 出

△

退 職 給 与 引 当 特 定 資 産
繰 入 支 出

△

減 価 償 却 引 当 特 定 資 産
繰 入 支 出

△

教 育 研 究 機 器 備 品 引 当
特 定 資 産 繰 入 支 出

緊 急 奨 学 引 当 特 定 資 産
繰 入 支 出

１３５周年記念事業引当
特 定 資 産 繰 入 支 出

１５０周年記念事業引当
特 定 資 産 繰 入 支 出

△

貸 付 金 支 払 支 出

前期末未払金支払支出 △

預 り 金 支 払 支 出 △

前 払 金 支 払 支 出

立 替 金 支 払 支 出

仮 払 金 支 払 支 出

△△ △△

期 末 未 払 金 △ △

期 末 長 期 未 払 金 △ △ △

前 期 末 前 払 金 △ △ △

支 出 の 部 合 計

差 異

施 設 関 係 支 出

設 備 関 係 支 出

資 金 支 出 調 整 勘 定

資 産 運 用 支 出

そ の 他 の 支 出

科            目 予 算 決 算

翌 年 度 繰 越 支 払 資 金

〔 予 備 費 〕

1-41 − 4



第四号様式

（単位  円）

学 生 生 徒 等 納 付 金 収 入

手 数 料 収 入

特 別 寄 付 金 収 入

経 常 費 等 補 助 金 収 入

付 随 事 業 収 入

雑 収 入

人 件 費 支 出

教 育 研 究 経 費 支 出

管 理 経 費 支 出

施 設 設 備 寄 付 金 収 入

施 設 設 備 補 助 金 収 入

施 設 設 備 売 却 収 入

施 設 関 係 支 出

設 備 関 係 支 出

第 ２ 号 基 本 金 引 当 特 定 資 産 繰 入 支 出

減 価 償 却 引 当 特 定 資 産 繰 入 支 出

教 育 研 究 機 器 備 品 引 当 特 定 資 産 繰 入 支 出

△

△

教

育

活

動

に

よ

る

資

金

収

支

収

入

施

設

整

備

等

活

動

に

よ

る

資

金

収

支

科            目

教 育 活 動 資 金 収 支 差 額

施 設 整 備 等 活 動 資 金 収 支 差 額

差 引

調 整 勘 定 等

施 設 整 備 等 活 動 資 金 収 入 計

施 設 整 備 等 活 動 資 金 支 出 計

支

出

金 額

活 動 区 分 資 金 収 支 計 算 書

令和 5年4月 1日から  

令和 6年3月31日まで  

金 額

小計（教育活動資金収支差額＋施設整備等活動資金収支差額）

差 引

調 整 勘 定 等

科            目

教 育 活 動 資 金 収 入 計

教 育 活 動 資 金 支 出 計

収

入

支

出

-4-− 4 −



有 価 証 券 売 却 収 入

退 職 給 与 引 当 特 定 資 産 取 崩 収 入

貸 付 金 回 収 収 入

預 り 金 受 入 収 入

仮 受 金 受 入 収 入

立 替 金 回 収 収 入

仮 払 金 回 収 収 入

小　　　　計

受 取 利 息 ・ 配 当 金 収 入

収 益 事 業 収 入

過 年 度 修 正 収 入

借 入 金 等 返 済 支 出

第 ３ 号 基 本 金 引 当 特 定 資 産 繰 入 支 出

退 職 給 与 引 当 特 定 資 産 繰 入 支 出

緊 急 奨 学 引 当 特 定 資 産 繰 入 支 出

１ ３ ５ 周 年 記 念 事 業 引 当 特 定 資 産 繰 入 支 出

１ ５ ０ 周 年 記 念 事 業 引 当 特 定 資 産 繰 入 支 出

貸 付 金 支 払 支 出

預 り 金 支 払 支 出

立 替 金 支 払 支 出

仮 払 金 支 払 支 出

小　　　　計

借 入 金 等 利 息 支 出

△

収

入

支

出

そ

の

他

の

活

動

に

よ

る

資

金

収

支

そ の 他 の 活 動 資 金 収 入 計

そ の 他 の 活 動 資 金 支 出 計

支払資金の増減額（小計＋その他の活動資金収支差額）

前 年 度 繰 越 支 払 資 金

翌 年 度 繰 越 支 払 資 金

そ の 他 の 活 動 資 金 収 支 差 額

差 引

調 整 勘 定 等

科            目 金 額

4-24 − 2



活動区分ごとの調整勘定等の計算過程は以下のとおり。

（単位  円）

△ △ △

△ △

△ △ △ △

△ △ △

△ △

△ △

△

前 払 金 支 払 支 出

期 末 未 払 金

前 期 末 未 収 入 金 収 入

期 末 未 収 入 金

前 期 末 前 受 金

収 入 計

前期末未払金支払支出

そ の 他 の 活 動
に よ る 資 金 収 支

項 目
資 金 収 支 計 算 書
計 上 額

教 育 活 動
に よ る 資 金 収 支

前 受 金 収 入

施 設 整 備 等 活 動
に よ る 資 金 収 支

期 末 長 期 未 払 金

支 出 計

収 入 計 － 支 出 計

前 期 末 前 払 金

4-34 − 3



第五号様式

（単位  円）

△△

△

△

△

△

△

△

△△

△

△

△△

△

△

△

△△

△

△△

△

△

△

△

△

△△

特 定 保 育 料

私 学 退 職 金 社 団 交 付 金 収 入

事 業 活 動 収 支 計 算 書

令和 5年4月 1日から  

令和 6年3月31日まで  

教

育

活

動

収

支

事

業

活

動

収

入

の

部

科　　　　目 予 算 決 算 差　　　　異

学 生 生 徒 等 納 付 金

授 業 料

入 学 金

手 数 料

試 験 料

寄 付 金

経 常 費 等 補 助 金

地 方 公 共 団 体 補 助 金

付 随 事 業 収 入

受 託 事 業 収 入

雑 収 入

教 育 活 動 収 入 計

施 設 設 備 利 用 料

私立大学退職金財団交付金収入

施 設 型 給 付 費

教 育 充 実 費

国 庫 補 助 金

実 験 実 習 料

施 設 設 備 資 金

入 学 検 定 料

証 明 手 数 料

大 学 入 学 共 通 テ ス ト
実 施 手 数 料

特 別 寄 付 金

現 物 寄 付

損 害 保 険 金

そ の 他 の 雑 収 入

補 助 活 動 収 入
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△△

△

△

△

△

△

△

△

△△

△

△△

予 算 決 算 差　　　　異

雑 費

委 託 費

徴 収 不 能 引 当 金 繰 入 額

福 利 費

公 共 施 設 寄 付 金

雑 費

支 払 報 酬 手 数 料

教

育

活

動

収

支

事

業

活

動

支

出

の

部

科　　　　目

光 熱 水 費

徴 収 不 能 額 等

教 育 活 動 支 出 計

旅 費 交 通 費

減 価 償 却 額

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

修 繕 費

保 険 料

賃 借 料

諸 会 費 負 担 金

賃 借 料

学 生 指 導 費

諸 会 費 負 担 金

支 払 報 酬 手 数 料

委 託 費

福 利 費

消 耗 品 費

広 告 費

公 租 公 課

人 件 費

教 員 人 件 費

職 員 人 件 費

教 育 研 究 経 費

光 熱 水 費

管 理 経 費

役 員 報 酬

退 職 給 与 引 当 金 繰 入 額

消 耗 品 費

奨 学 費

減 価 償 却 額

印 刷 製 本 費

図 書 資 料 費

研 究 費

通 信 運 搬 費

修 繕 費

保 険 料

旅 費 交 通 費

教 育 活 動 収 支 差 額

5-2
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△△

△

△△

△

△△

△△

△△

△△

△

△

△

△

△△

△△

△

△

△△

△△

△△

△△ △△

△△

△△ △△

△△

△△ △△ △△

△△

資 産 処 分 差 額

施 設 処 分 差 額

そ の 他 の 特 別 支 出

特 別 支 出 計

そ の 他 の 特 別 収 入

現 物 寄 付

特 別 収 入 計

予 算 差　　　　異

予 算 決 算 差　　　　異

資 産 売 却 差 額

施 設 売 却 差 額

設 備 売 却 差 額

そ の他 の教 育活 動外 支出

当 年 度 収 支 差 額

前 年 度 繰 越 収 支 差 額

基 本 金 取 崩 額

翌 年 度 繰 越 収 支 差 額

事 業 活 動 収 入 計

基 本 金 組 入 額 合 計

（参考）

事 業 活 動 支 出 計

特 別 収 支 差 額

〔予備費〕

基 本 金 組 入 前 当 年 度 収 支 差 額

特

別

収

支

事

業

活

動

収

入

の

部

科　　　　目

事

業

活

動

支

出

の

部

科　　　　目

施 設 設 備 寄 付 金

施 設 設 備 補 助 金

過 年 度 修 正 額

設 備 処 分 差 額

教

育

活

動

外

収

支

事

業

活

動

収

入

の

部

科　　　　目

経 常 収 支 差 額

予 算 決 算 差　　　　異

受 取 利 息 ・ 配 当 金

第 ３ 号 基 本 金 引 当 特 定 資 産
運 用 収 入

その他の受取利息・配当金

そ の他 の教 育活 動外 収入

教 育 活 動 外 収 入 計

事

業

活

動

支

出

の

部

科　　　　目 予 算 決 算

収 益 事 業 収 入

差　　　　異

借 入 金 等 利 息

借 入 金 利 息

教 育 活 動 外 支 出 計

教 育 活 動 外 収 支 差 額

決 算

5-3
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第七号様式

（単位  円）

 　資　産  の  部

　有　形　固　定　資　産                                △△

土 地 △

建 物 △

構 築 物 △

教 育 研 究 用 機 器 備 品
管 理 用 機 器 備 品
図 書
車 輌
建 設 仮 勘 定 △

　特　定　資　産                                
第 ２ 号 基 本 金 引 当 特 定 資 産
第 ３ 号 基 本 金 引 当 特 定 資 産
退 職 給 与 引 当 特 定 資 産 △

減 価 償 却 引 当 特 定 資 産
教 育 研 究 機 器 備 品 引 当 特 定 資 産
緊 急 奨 学 引 当 特 定 資 産
創立１３５周年記念事業引当特定資産
創立１５０周年記念事業引当特定資産

△△

電 話 加 入 権
施 設 利 用 権 △

有 価 証 券 △

長 期 貸 付 金 △

長 期 運 用 預 金

　流　  動  　資  　産                                    

現 金 預 金
未 収 入 金
貯 蔵 品
短 期 貸 付 金 △

有 価 証 券 △

前 払 金
立 替 金 △

仮 払 金 △

　資　産　の　部　合　計                                

 　負　債  の  部

　固　  定　  負  　債                                    

長 期 借 入 金 △

長 期 未 払 金
退 職 給 与 引 当 金 △

　流　  動  　負  　債                                    

短 期 借 入 金
未 払 金
前 受 金
預 り 金 △

仮 受 金

　負　債　の　部　合　計                                

 　純　資　産  の  部

　基　本　金 

第 １ 号 基 本 金
第 ２ 号 基 本 金
第 ３ 号 基 本 金
第 ４ 号 基 本 金

　繰　越　収　支　差　額 △△ △△

翌 年 度 繰 越 収 支 差 額 △ △

純　資　産　の　部　合　計

負債及び純資産の部合計

 貸　　借　　対　　照　　表
令和6年3月31日

本 年 度 末

本 年 度 末 前 年 度 末 増 減

科 目

科 目

本 年 度 末 前 年 度 末 増 減

前 年 度 末 増 減

　固  　定 　 資  　産                                    

　そ　の　他　の　固　定　資　産                            

科 目

-7-
− 7 −



[[注注　　記記]]

1.重要な会計方針
引当金の計上基準

　徴収不能引当金
貸付金の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額を計上している。

　退職給与引当金

その他の重要な会計方針
　有価証券の評価基準及び評価方法

移動平均法に基づく原価法である。
　たな卸資産の評価基準及び評価方法

最終仕入原価法に基づく原価法である。
　預り金その他経過項目に係る収支の表示方法

仮受金に係る収入と支出は相殺して表示している。

2.重要な会計方針の変更等
該当なし

3.減価償却額の累計額の合計額 円

4.徴収不能引当金の合計額 円

5.担保に供されている資産の種類及び額
土地 円
建物 円

6.翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額 円

7.当該会計年度の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない場合のその旨と対策
　第４号基本金に相当する資金を有しており、該当しない。

8.その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

有価証券の時価情報
①総括表

(単位 円）

貸借対照表計上額 時 価 差 額

時価が貸借対照表計上額を
超えるもの

（うち満期保有目的の債券）

時価が貸借対照表計上額を
超えないもの

△ 55,434,000

（うち満期保有目的の債券） (△55,434,000)

合　　　　　計

（うち満期保有目的の債券） (△24,228,300)

時価のない有価証券

有価証券合計

　　　低いのでカッコ書きとしている。

①学校法人及び大学の教職員の退職金の支給に備えるために、期末要支給額4,114,620,179円の100%を
基にして、私立大学退職金財団に対する掛金の累積額と交付金の累積額との繰入調整額を加減した金額
を計上している。

②高等学校以下の教職員の退職金の支給に備えるために、期末要支給額1,505,821,961円の100%を基にし
て、私学退職金団体からの交付金を控除した金額を計上している。

種 類
当年度（令和6年3月31日）

(注１)満期保有目的の債券における当年度末の評価損益は償還期限まで所有するため、実現する可能性が

(注２)金銭の信託における時価の算定は、受託者が合理的に算出した価格によっている。
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②明細表
(単位 円）

貸借対照表計上額 時 価 差 額

債 券 △ 23,648,300

株 式

投 資 信 託

貸 付 信 託

そ の 他 △ 580,000

合　　　　　計

時 価 の な い 有 価 証 券

有　価　証　券　合　計

学校法人の出資による会社に係る事項
　当学校法人の出資割合が総出資額の２分の１以上である会社の状況は次のとおりである。

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①平成21年４月１日以降に開始したリース取引
  　リース物件の種類  　   　リース料総額  　 　未経過リース料期末残高　

   教育研究用機器備品 66,275,310円 37,230,999円
   管理用機器備品 22,145,220円 11,982,356円
　 教育研究用消耗品 72,600円 9,680円

関連当事者との取引
　関連当事者との取引の内容は、次のとおりである。

種 類
当年度（令和6年3月31日）

　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リースは次のとおりである。

役員の
兼任等

事実上の関係

役員及びその

近親者が議決

権の過半数を

所有している

会社

弁 護 士 法 人
三島法律事務所

仙台市
青葉区

950万円 弁護士法人 － 役務の提供 顧問料 － －

理事 森 山 博 － － 弁護士 － － 役務の提供 顧問料 － －

　　（単位　円）

属性
役員、法人
等の名称

住所
資本金又
は出資金

事業内容
又は職業

議決権の
所有割合

関係内容
取引の内容 取引金額 勘定科目 期末残高

名　　　　　称 株式会社ＴＧサポート

事　業　内　容

資 本 金 の 額 9,000,000円 180株

学校法人の出資金額等 9,000,000円 180株 当該会社の総株式等に占める割合100％

当該株式等の入手日 平成29年2月1日 9,000,000円 180株

(単位　円）

寄付金

雑収入

施設利用料

当該会社への支払額 施設管理委託等

(単位　円）

期首残高 資金支出等 資金収入等 期末残高

当該会社への出資金等

当該会社への未払金

当該会社への前払金

当該会社への立替金

当該会社からの預り金

当該会社からの未収入金

保　証　債　務 当該会社について債務保証は行っていない。

当期中に学校法人が
当該会社から受け入
れた配当及び寄附の
金額並びにその他の

取引の額

当該会社からの受入額

事務用機器、什器、文房具等の販売及びレンタル、建物保守管理の請負又はその仲介斡旋他
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（単位　円）

資資産産のの部部 金金額額 負負債債のの部部 金金額額

流動資産 流動負債

　現金預金 　未払金

　仮払金 　前受収益

負負債債合合計計

固定資産 純純資資産産のの部部 金金額額

元入金

利益剰余金

純純資資産産合合計計

資資産産合合計計 負負債債・・純純資資産産合合計計

収 益 事 業 会 計 

貸　　借　　対　　照　　表
令和 6年3月31日現在
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（単位  円）

ⅠⅠ営営業業損損益益

（１）営業収益

賃貸料収入

（２）営業費用

公租公課

営営業業利利益益

ⅡⅡ営営業業外外損損益益

（１）営業外収益

受取利息・配当金

経経常常利利益益

学校会計繰入前利益

学学校校会会計計繰繰入入金金支支出出

税引前当期純利益

法法人人税税、、住住民民税税及及びび事事業業税税

当当期期純純利利益益

収 益 事 業 会 計 

損 　　益　　 計　　 算　　 書

令和 5年4月 1日から  
令和 6年3月31日まで  

科　　　目 金　　　額
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Ⅰ資産総額 118,522,146,576 円
　内　基本財産 75,966,357,197 円
　　　運用財産 42,549,619,079 円
Ⅱ負債総額 9,695,176,990 円
Ⅲ正味財産 108,826,969,586 円

一　資産額
（一）　基本財産 75,966,357,197 円
　　　１　土　　　地 649,270.33 ㎡ 19,334,304,204 円

土 樋 校 地 55,720.19 ㎡ 4,115,680,789 円
五 橋 校 地 17,557.15 ㎡ 5,659,896,100 円
多 賀 城 校 地 153,861.64 ㎡ 2,687,835,632 円
泉 校 地 320,011.10 ㎡ 820,823,143 円
一 番 町 校 地 756.78 ㎡ 14,338,525 円
小 鶴 校 地 97,320.00 ㎡ 5,983,615,382 円
青 根 校 地 3,141.76 ㎡ 5,637,100 円
石 巻 校 地 425.21 ㎡ 15,000,000 円
名 取 校 地 476.5 ㎡ 31,477,533 円

　　　２　建　　　物 305,478.48 ㎡ 42,500,411,354 円
土 樋 建 物 73,683.43 ㎡ 6,823,076,655 円
五 橋 建 物 63,172.10 ㎡ 23,034,456,214 円
多 賀 城 建 物 46,109.21 ㎡ 2,542,721,051 円
泉 建 物 89,165.28 ㎡ 5,613,732,105 円
小 鶴 建 物 32,826.16 ㎡ 4,479,925,134 円
石 巻 建 物 310.50 ㎡ 1,069,622 円
そ の 他 建 物 211.80 ㎡ 5,430,573 円

　　　３　図　　　書 1,247,295 冊 7,927,752,270 円

　　　４　教具・校具・備品 15,312 点 3,937,089,105 円

　　　５　そ　の　他 1,170 点 2,240,180,264 円
構 築 物 878 点 2,187,083,546 円
車 輛 12 点 5,932,585 円
電 話 加 入 権 273 点 273 円
施 設 利 用 権 7 点 47,163,860 円

　　　６　建設仮勘定 26,620,000 円

（二）　運用財産 42,549,619,079 円
　　　１　預金・現金 20,105,152,833 円

現 金 6,035,989 円
普 通 預 金 10,947,226,465 円
定 期 預 金 9,151,890,379 円

　　　２　有 価 証 券 20,941,518,430 円
株 式 31,518,430 円
譲 渡 性 預 金 10,910,000,000 円
そ の 他 の 債 券 10,000,000,000 円

　　　３　そ　の　他 1,502,947,816 円
未 収 入 金 495,357,875 円
貯 蔵 品 72,996,300 円
前 払 金 398,624,466 円
立 替 金 1,382,587 円
仮 払 金 260,608 円
短 期 貸 付 金 5,741,960 円
長 期 貸 付 金 28,584,020 円
長 期 運 用 預 金 500,000,000 円

（三）　収益事業用財産 6,170,300 円
普 通 預 金 3,500,000 円
仮 払 金 2,670,300 円

　 　合　　　　　　　　　　　　計 118,522,146,576 円
二　負債額
　　　１　固 定 負 債 4,586,919,803 円

長 期 未 払 金 925,650,463 円
退 職 給 与 引 当 金 3,661,269,340 円

　　　２　流 動 負 債 5,102,086,887 円
短 期 借 入 金 600,000,000 円
未 払 金 857,414,956 円
前 受 金 3,415,363,300 円
預 り 金 226,638,331 円
仮 受 金 2,670,300 円

　　　３　収益事業用負債 6,170,300 円
未 払 金 2,670,300 円
前 受 収 益 3,500,000 円

　 　合　　　　　　　　　　　　計 9,695,176,990 円
三　正味財産（資産総額－負債総額） 108,826,969,586 円

財　　産　　目　　録

科 目 年 度 末












